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日本感染症学会地方会の主催する学術集会出席者 
同  筆頭演者  

論文掲載 

感染症学雑誌、JournalofInfectionahdrChemotherapy 筆頭著者  
本会以外の企画   

本会が指定した日本医学会加盟学会1）の年次講演会出席者  

同 筆頭演者   

本会が指定した関連学会の年次講演会出席者2）  

同  筆頭演者  

論文掲載筆頭著者？）  

． 5年間感染症診療、学術活動に貢献したことの証明書4）  

1）日本医学会総会、日本医学放射線学会、日本医真菌学会こ 日本ウイルス学会．日本衛生動   

物学会、日本化学療法学会、日本眼科学会、日本寄生虫学会、日本救急医学会、日本外科   

学会、日本結核病学会、日本細菌学会、日本産科婦人科学会、・日本小児科学会、日本耳鼻   

咽喉科学会、日本整形外科学会、日本精神神経学会、日本内科学会、月本熱帯医学会、日   
本脳神経外科学会、日本ハンセン病学会、日本泌尿器科学会、日本皮膚科学会、日本病理   

学会、日本麻酔科学会、日本リハビリテーション学会、日本臨床検査医学会（※上記以外  
の基本領域学会につい七は二階建制が成立した時点で随時追加）。  

2）■日本環境感染学会、日本小児感染症学会、日本臨床微生物学会  
3）上記学会誌および、その他レフェリー制度が確立している内外の学術誌で、感染症ヒ関す  
る論文掲載。  
4）感染症診療、院内感染対策、地域感染対策、予防接種活動等を通じ、申請者が感染症の診   
療や学術活動に貢献してしiることを証明するもので、日本感染症学会評議員、所属施設長、  

地区医師会長、保健所長等が証明書発行者と．なる。   

細則5 認定更新の手続き   

申請期日までに以下の書類を審議会に提出する。   
1・認定資格更新中講書   

2．単位取得を確認する書痙  

（1）所定用紙に貼付した、学術集会に参加したことを証明する書類  

（2）申請論文掲載誌の論文のコピー （論文の1頁目および2頁目）  
（3）5年間感染症診療、学術活動に貢献したことの証明書  

3．基本領域学会の専門医または認定医の認定証のコピーまたは証明書   

審議会において認定更新審査を行い、専門医資格を更新する。   

細則6 その他   

海外の感染症専門医資格を有するも甲は感染症専門医規則の第9条第2項と第4頑を免除し  
て受験資格を与える。   

付則  

1）細則1の感染症の臨床経験に関する評価については平成21年の申請までは以下の通りとする。   

（1）受験申し込み時に提出する研修に関する記録は下記の通りである。 

（1）受け持ち感染症患者50症例の一覧表  

（イ）感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（いわゆる感染症法）に記載された  

疾患を含むことが望ましい 

（口）症例の選択に当たっては疾患に偏りがないように配慮すること。  

（2）上記50症例中15症例の病歴要約  

記載にあたっては症例の感染症の評価、病原診断の根拠、治療法、 

かにすること。   

（2）研修記録の査続は試験委員会が行う。評価方法については別に定める。  

社団法人 日本感染症学会  
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認定研修施設規約  

平成18年4月20日制定  

本学会は感染症専門医養成のための研修にふさわしい施設を、日本感染症学会研修施設  

（以下研修施設という）として認定し、研修を委嘱する 

［研修施設の資格］  

1．研修施設として本学会の認定を受けるためには、次の各項を満たすことを要する。   

（1）医育機関附属病院、総合病院、またはこれに準ずる病院であること。   
（2） 日本感染症学会指導医が＿1名以上常勤していること云   

（3）本学会の研修カリキュラムに基づく研修が可能であること。  

［認定］  

1．研修施設の認定を希望する診療施設の長は、次の各項に定める書類一（所定用紙）を   

施設長名にて日本感染症学会感染症専門医制度審議委員会に提出する。   
（1，）認定研修施設申請書   

（2）施設の概要書   

（3）常勤の日本感染症学会指導医の在籍証明書  

2．専門医制度審議委員会は、提出された申請書類により施設認定審査を行う。  

［更新］  

1，．研修施設は5年毎に更新の手続きをとらなければならない。更新の手続きを申請す   

る施設は「研修施設の資格」の各項を満たすことを要する。  

［資格の喪失、取消］  
1二研修施設は、次の事由によりその資格を喪失する。   

（1） 

（2）研修施設の認定更新を申請しなかったとき。  

何らかの事由により更新手続きが行えなかった場合 

翌年更新手続きを行うことできる。  
2．専門医制度審議委員会が研修施設と七て不運当と判定した場合は、理事会の承認を   
経て認定を取り消すことができる。  

認定指導医規約  
平成18年′4 月20日制定  

平成20年10月16日改正   

本学会は感染症専門医養成のための研修指導を行うにふさわしい医師を、日本感染症学  

会指導医（以下指導医という）として認定し、研修指導を委嘱する？  
［指導医の資格］  

1．指導医は日本感染症学会の感染症専門医で、次の各項を満たすこ七を要する。   

（1）感染症専門医を取得後5年を経た者。   
（2）本学会の研修カリキュラムに基づく研修を指導できる者。  
（3）専門医取得後，専門医制度審議委員会が指定した指導医講習会※－へ2回申上※2参   
加した者こ  

［認定］  

1．指導医の認定を希望する者は、次の各項に定める書類（所定用紙）を専門医制度審議  
委員会に提出する。   
（1）指導医申請書   

（2）感染症専門医認定証のコピー   

（3）指導医講習会への参加を証明する記録   

2．専門医制度審議委員会は、、提出された申請書類により指導医認定審査を行う。  
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［更新］  

1．指導医の資格は5年毎に更新しなければならない。更新の手続きを申請する者は次の  
各項を満たすことを要する。  

（1）感染症専門医資格を保持している者。  
（2）指導医の認定（更新）を受けてから直近の5年間、専門庖育成のために尽力する  
とともに、下記の所定単位を総合して30単位以上取得した者※3。但し∴30単位  
中10単位は専門医制度審議委員会が指定した指導医講習会への参加であること  
を必須とする※3。  

単位取得ゐ対象となる企画とその単位数は次のとおりとする。  

専門医制度審議委員会が指定した指導医講習会へ参加した場合※4  10  

指導を受けた研修医師が感染症に関する論文（原著‘症例報告），を筆頭著  

者としてレフエ．リー付鱒誌に発表〔七場合（指導医が共著者として入ってい  
ること）  

指導を受けた研修医師が感染症に関する論質（原著、症例報告）を共著  

者としてレフェリー付雑誌に発表した場合（指導医が共著者として入っ  
ていること）   

指導を受けた研修医師が感染症に関する演題を学会※5等で口頭または  

10  

ポスター発表した場合（指導医が共同演者と一して入っていること）  

ICD講習会を受講した場合  

［資格の喪失、取消］ 

1．指導医は、次の事由によりその資格を喪失する。   

（1）指導医としての認定を辞退したとき。  

（2）更新の要件を満たさなかったとき。   
（3）指導医の認定更新を申請しなかったとき。  

但し、留学や健康上の理由による休職等で更新条件を満たせなかった場合は、そ  

の期間を除外する。  

また、他の何らかの事由により更新手続きが行えなかった場合は1年間の猶予期  

間を認め、翌年更新手続きを行うことができる。   

（4）－専門医としての資格を喪失したとき。  
2．専門医制度審議委員会が指導医として不適当と判定した場合は、理事会の承認を経   
て認定を取り消すことができる。   

［付 

※1 指導医講習会は日本感染症学会総会学術講演会または地方会学術集会の会長と  

専門医制度審議委員会が協議し、総会学術講演会または地方会学術集会のプログ  

ラムの一部として企画する。企画の内容は指導医の養成及び資質向上に相応しい  

ものとし、1企画1時間以上であることが望ましい。   

※2 平成22年3月1日以降に認定された専門医から適用する。一なお、平成22年2月  

末日以前に認定された専門医の場合、平成22年度からl封旨導医講習会に1回以上、  

平成27年度からは2回以上参加していることを原則とする。また、1回の学会七  
複数の指導医講習会に出席しても、参加回数は1回と数えることとする。   

※3 平成22年3月1日以降に認定された指導医から適用する。なお、平成22年2月  

末日以前に認定された指導医の場合、平成22年度からは20単位以上、平成27  
年度からは30単位以上（内、10単位は指導医講習会）を取得していることを原  
則とするけ   

※4 

る。   
※5 日本感染症学会総会および地方会、日本感染症学会が「専門医制度規則」におい  

て指定した日本医学会加盟学会と関連学会の年次講演会。  
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